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令和４年度 最終補正予算の概要 

議会提出予定日：３月２日（木） 

１ 補正予算のポイント 

 

○県税などの歳入の増減や、公共事業など事業費の確定等により増減が生じた事業につい

て、それぞれ所要の措置を講ずる。 

 

２ 補正予算の規模 

  
 

（単位：千円、％）

補正前 補正後 伸び率

A B B／A

一般会計 878,205,832 16,513,030 894,718,862 101.9%

特別会計 341,787,658 ▲ 1,231,194 340,556,464 99.6%

企業会計 61,883,435 ▲ 1,333,312 60,550,123 97.8%

合　計 1,281,876,925 13,948,524 1,295,825,449 101.1%

今回補正額

 
 

（参考１）同時期の一般会計予算額の推移 

（単位：百万円）

R4 R3 R2 R元

最終補正額 16,513 8,413 ▲ 14,679 ▲ 7,937

補正後累計 894,719 952,163 865,147 729,470  
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３ 歳入の主要点 
 

○地方消費税清算金等の増収見込みをふまえて、県税収入等を増額する。 

 

（歳入の主な内訳）  

（単位：千円）

県税 277,277,000 ▲ 951,000 276,326,000

うち法人二税 72,733,000 ▲ 1,090,000 71,643,000

地方消費税清算金 85,318,000 4,111,000 89,429,000

地方譲与税 34,018,000 2,288,000 36,306,000

地方交付税 160,209,943 2,553,241 162,763,184

98,852,000 ▲ 2,470,000 96,382,000

国庫支出金 161,303,462 6,672,869 167,976,331

うち新型コロナウイルス感染症緊急包括

支援交付金
41,317,630 10,735,152 52,052,782

うち新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金
17,901,132 720,853 18,621,985

うち出産・子育て応援交付金 1,162,505 ▲ 1,162,505 0

繰入金 15,303,617 4,970,064 20,273,681

うち財政調整基金 7,303,016 ▲ 15,228 7,287,788

財産収入（土地売払い収入ほか） 1,854,824 ▲ 159,646 1,695,178

寄附金 27,642 21,556 49,198

その他の歳入 44,041,344 ▲ 523,054 43,518,290

合計 878,205,832 16,513,030 894,718,862

項目 補正前 補正額 補正後

県債

 

 

（参考２）財政調整のための基金の残高 

（単位：百万円、％）

補正前 増減額 補正後 前年度同期 前年度同期比

30,642 7,620 38,262 28,760 133.0%  
※それぞれの金額を四捨五入しているため、各表の合計等が合わない場合があります。 

 

・令和５年度末残高は、12,620百万円 
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４ 一般会計における歳出の主要点（主な事業） 
 

①感染拡大の防止と医療提供体制の整備（医療保健部）  85億9,433万7千円 

新型コロナウイルス感染症対策に係る病床確保補助金等の所要見込みをふまえて増額す

る。 

 

 

②畜産農家の飼料価格高騰への支援（農林水産部） 4億8,480万1千円 

飼料価格の異常な高騰により経営環境が厳しくなっている県内畜産農家を引き続き支援す

るため、大幅に増加している配合飼料購入費のうち、国補てん制度の対象とならない農家負担

額の一部支援を継続する。また、粗飼料の購入費の一部についても、引き続き支援する。 

（ⅰ）配合飼料高騰対策（4億2,481万円） 

  ・補助対象：足許の平均輸入価格－直近3年間の平均輸入価格－国補てん額 

・補助率：１/2以内 

  ・対象期間：令和５年１月から令和５年３月まで 

※国補てん制度の対象外である自家配合用原料に対しても、上記に準じて支援。 

（ⅱ）粗飼料高騰対策（5,923万１千円） 

  ・補助対象：足許の平均輸入価格－直近3年間の平均輸入価格 

・補助率：1/2以内 

  ・対象期間：令和５年１月から令和５年３月まで 

 
 

 

 

 

 

 

 



4 三重県
Mie
Prefectural
Government

③観光需要の喚起（雇用経済部） 4億492万5千円 

追加配分された国の補助金を活用して、全国旅行支援「おいでよ！ みえ旅キャンペーン」を

令和５年３月30日まで継続する。 

割引率 20％ 

割引上限額  

 交通付旅行商品 5,000円 

 上記以外（日帰り旅行含む） 3,000円 

クーポン券  

 平日 
 
 

2,000円 

 休日 
 
 

1,000円 

 

 

④緊急小口資金等の特例貸付に必要な費用の追加（子ども・福祉部） 6億4,036万5千円 

国の補助金を活用し、県社会福祉協議会に対して、緊急小口資金及び総合支援資金の償

還に関し、借受人の状況に応じた適切な債権管理及び相談支援を行うための費用を追加補

助する。 

 

 

⑤国民体育大会・全国障害者スポーツ大会運営基金の廃止（地域連携部） 

 48億871万9千円 

国民体育大会・全国障害者スポーツ大会運営基金の廃止に伴い、基金の残額及び利子分

を財政調整基金へ積み立てる。 

・三重県国民体育大会・全国障害者スポーツ大会運営基金 余剰金  48億846万円 

・基金利子収入  25万9千円 

 

 

⑥出産・子育て応援交付金の国費分の減額（子ども・福祉部） ▲11億6,250万5千円 

国の補正予算に伴い令和４年度１月補正予算に計上した「出産・子育て応援交付金」につ

いて、国からの補助金が市町へ直接補助されることとなったため、減額する。 

 

 

⑦中小企業等への資金繰り支援にかかる経費の精査（雇用経済部） ▲5億4,193万1千円 

新型コロナウイルス感染症対応融資等の利用実績に伴い、利子補給補助金等を減額する。 

 

 

3/24まで 4,000円（別途、県費による上乗せ＋2,000円） 

 

3/24まで 2,000円（別途、県費による上乗せ＋1,000円） 
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⑧県税過誤納金等還付金（総務部） ▲5億1,164万3千円 

県税過誤納金等還付金について、執行見込みをふまえて減額する。 

 

⑨公共事業（農林水産部、県土整備部） ▲52億8,365万7千円 

道路の凍結・積雪等への対応のため県単事業を増額する一方、事業の執行見込み等に伴

い災害復旧事業等を減額する。 

 （単位：億円）  

 補正前 最終補正予算 補正後 

①直轄事業 197.9 0.1 198.1 

②国補事業 556.9 ▲9.9 547.0 

③県単事業 240.6 4.7 245.3 

④災害復旧事業 105.1 ▲47.0 58.1 

⑤受託事業 6.6 ▲0.7 6.0 

   合   計 1,107.2 ▲52.8 1,054.4 

 

 

⑩県債管理特別会計繰出金（総務部） 14億8,957万4千円 

県債管理基金の積立不足の一部解消を図るため、県債管理特別会計への繰出金を増額す

る。 

・過去の積立不足を解消するために積立て：15億円 ※積立不足額：55.1億円 

 

 

⑪公共施設等総合管理推進基金への積立（総務部） 10億円 

公共施設等について長寿命化を図るための改修、更新その他総合的な管理に要する経費 

の財源に充てるため、新たに創設する公共施設等総合管理推進基金に積み立てる。 

 

 

⑫財政調整基金への積立（総務部） 82億3,954万9千円 

地方交付税の追加配分や事業費の精査等に伴い財政調整基金に積み立てるとともに、特

別法人事業譲与税の増収に伴い将来の地方交付税の精算に備えて同基金に積み立てる。 

 

 

 

財政調整基金 補正前残高 今回積立額 4年度末残高 5年度末残高 

財政調整のための基金分 306.4億円 76億円 382.6億円 126.2億円 

後年度（交付税）精算分 101.8億円 6.3億円 108.2億円 108.2億円 
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５ 特別会計の主な内容 
 

（１）県債管理特別会計（総務部） 15億1,042万6千円 

県債管理基金の積立不足を一部解消するための増額。 

 

 

（２）総合医療センター資金貸付特別会計（医療保健部） ▲16億3,398万7千円 

建築中の新棟の工事進捗状況等をふまえた建設改良関連費の減額。 

 

６ 企業会計の主な内容 
 

（１）工業用水道事業会計（企業庁） ▲5億3,761万2千円 

建設改良費の減などによる減額。 

 

 

（２）病院事業会計（病院事業庁） ▲4億5,177万9千円 

志摩病院に対する運転資金の貸付が不要となったことなどによる減額。 

 

 

 

 

 

 

 


